
は じ め に

アジアでは，先進国，新興国を問わず，子どもの保
育，高齢者の介護や家事などを家庭内で担う外国人労働
者へのニーズが高い。台湾でも，1980年代以降の経済
成長と共に，都市中間層の勤労者世帯において「家庭看
護工」と呼ばれる住み込み介護ヘルパーや「家庭幫傭」
（家政婦）の需要が急増した。

台湾はいま，世界的にも極めて低い出生率（2020
年：0.99）に加え，平均寿命の伸び（2019年，男 77.69

歳，女 84.23歳）とも相まって高齢化率上昇の加速が進
む中（図表 1．参照）1），既存の制度にとらわれない新し
い福祉システムの構築が喫緊の課題となっている。
本稿では，「社福外籍労工」（以下，外国人介護労働

者）の中の「家庭看護工」（以下，外国人居宅介護ヘル
パー）を中心に，2017年の「長期照顧服務法」（以下，
長期介護サービス法）の施行および「長期照顧十年計画
2.0」（以下，第 2次長期ケア 10年計画－2017年～2026
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年－）の策定・実施と「長期照顧保険法」（以下，長期
介護保険法）制度化構想に伴い変化する外国人介護労働
者の動向を追跡する。それを踏まえ公的介護システム全
体の中での外国人居宅介護ヘルパーの可能性と外国人介
護労働者の人材の確保・育成に向けた課題について考察
する。

Ⅰ．外国人介護労働者の受入れ－枠組みと現状－

1．台湾の外国人労働者政策
外国人労働者の合法的な受入れ策は，1992年，「就業

服務法」（以下，就業サービス法）を制定することによ
って本格的にスタートした。
現在，自国（台湾）人労働者の雇用の優先を前提に，

一連の東南アジア接近の推進策として，政府が労工協定
（二国間協定）を締結した両国間（協定国双方）で，国
内労働需給の変化に応じて受入れ人数を制御（数量コン
トロール）しながら実施している。
就業サービス法では，雇い主が外国人を雇用する場

合，仕事の範囲が，①専門技術職，②華僑および外国投
資事業の従事者，③学校教師，④「補習班」（予備校・
学習塾）の外国語教師，⑤体育指導者，⑥宗教家，芸術
家，⑦商船等船舶の船員，⑧遠洋漁業の従事者，⑨家政
婦・介護ヘルパー，⑩国家重要建設工程（重大公共工
事）の従事者，⑪国内では人材を充当することが困難な
職種の従事者など 11種に区分され，中央主管機関が審
査により決定する（第 46条）と定めている。また，
2004年に「雇主聘 外国人許可及管理辦法」（外国人労
働者の雇用に関する許可および管理規定）が施行され，
上記の①～⑦を第一類外国人労働者，⑧～⑪を第二類外
国人労働者に区分して，雇い主が中央主管機関に雇用許

可を申請する際の規則を細かく定めた（第 2条）。「外
労」（外国人労働者）は，「外籍労工」と呼ばれる非熟練
（単純）労働者と，「外国専業人員」と呼ばれる熟練労働
者，専門技術職に大別される。それはいわば，「階層に
よる二層システム」（two-tiered system）の外国人労働者
政策であるといえる2）。
今日では，二層分化の傾向が加速され，台湾の発展戦

略と経済目標を提示する国家発展委員会（省レベル）は
重大政策の一つとして，外国籍専門人材の誘致及び雇用
を掲げた。政府はこれを推進するため，2018年「外国
専業人材延攬及雇用法」を施行した。
2021年 7月現在，「外国専業人員」は 3万 9,488人

（受入れ許可人数），「外籍労工」は 69万 9,091人で，そ
のうち「産業外籍労工」（外国人産業労働者）が 45万
9,790人，外国人介護労働者が 23万 9,301人である3）。

2．外国人居宅介護ヘルパーの受入れ動向
外国人介護労働者 23万 9,301人の構成は，「機構」

（介護施設・機関）の介護士 6.5％（1万 5,569人），居宅
介護ヘルパー 92.8％（22万 2,149人），家政婦 0.7％
（1,583人）となっていて，住み込み介護ヘルパーが圧倒
的多数を占める。
図表 2．に見るように，外国人介護労働者数は，1992

年，669人で始まり，1996年には 3万 255人，そして
2000年には 10万 6,331人と急増し，2020年（25万 188

人）までの 20年間で，約 2.5倍の伸びとなった。その
内訳は，2020年で，インドネシア人が 19万 2,217人，
ベトナム人が 3万 335人，フィリピン人が 2万 8,896

人，タイ人が 407人となっている（図表 3．参照）。そ
のうち 99.2％を女性が占め，年齢は 35-44歳が 45.7％
で最も多く，25-34歳 32.7％，45-54歳 14.4％と続く。
また，地理的には，新北，台北，桃園，台中，台南，高

図表 1．老年人口（65歳以上）比率－日台比較－

資料：国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推
計人口（平成 29年推計）』2017年
国家発展委員会『中華民国人口推計 2020至 2070
年』2020年
（中位推計に基づき表記）

図表 2．台湾の外国人介護労働者数の推移

資料：労働部「労働統計詢網」（https : //www.mol.gov.tw/）
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雄の直轄市で全体の 67.4％を占め，大都市を中心に全
県にわたって分布している4）。
国別の増減や入れ替わりは二国間の外交交渉の内容・

方針などによっている。タイ政府はこの分野における自
国民の派遣に消極的であるが，その理由は住み込み介護
ヘルパーの就労が家事労働として位置づけられ，労働基
準法で義務付けられた最低賃金，超過勤務手当，休暇な
どが保障されないからである5）。
なお，外国人居宅介護ヘルパーについては，就労許可

期間が最長 3年，中央主管機関所定の技能検定を受講す
ることを条件に最大 14年に延長される（就労サービス
法第 52条）6）。

Ⅱ．外国人居宅介護ヘルパー需要拡大の背景

1．複雑な雇用手続き
衛生福利部（保健福祉省）『老人状況調査報告』（2018

年）によれば，65歳以上で ADL（日常生活動作）ある
いは IADL（手段的日常生活動作）評価項目の一つ以上
が該当する人（要支援，要介護の高齢者）は 90万 7千
人と推計され，全体の 67.1％が家族による介護，27.2％
が家族以外による介護であった。主な介護者は，多い順
に子どもが 22.1％，配偶者が 21.5％，外国人居宅介護ヘ
ルパーが 17.1％となっている7）。
外国人居宅介護ヘルパーの雇い主（申請者）は，配偶

者，直系血族，三親等内傍系血族に限られる。雇用要件
は，被介護者が 80歳未満の場合が重度（日本の要介護
3以上に相当），80歳以上 85歳未満の場合が中度（要介
護 2に相当）以上，85歳以上の場合が軽度（要支援，
要介護 1に相当）以上の要介護状態とされる。外国人居
宅介護ヘルパーが入国するまでに，市政府（衛生局）に
指定医および「長期照顧管理中心」（以下，ケアマネジ

メント・センター）が日常生活を含む被介護者の状態を
診断・評価した申請書を提出し，許可が下りれば市政府
（労働部）に募集許可を申請する。そして採用前に，ヘ
ルパー候補者は「工作補充訓練」（業務補填訓練）の受
講が義務付けられる（後述）。
一般的に，台湾人よりも外国人の介護労働者を雇用す

る方がコストは安いが，それを主な理由に外国人居宅介
護ヘルパーを雇い入れる人は少ないといえる。2019年
に実施された労働部『外籍労工管理及運用調査報告』で
は，雇い主の経済状況についての調査が行われ，「低収
入戸」（低所得世帯）0.4％，「中低収入戸」（中下所得世
帯）0.5％，「一般戸」（一般世帯）99.1％と，富裕層を
含む中間層以上の雇い主が圧倒的多数を占めることが示
された8）。雇用者は，保険料を含め月 2万 2,000元（約
8万 6,000円）が必要とされる。また，外国人雇用に係
る管理事務の経費の確保を目的とした就業安定費（毎月
2,000元）を地方政府に納めなければならない。さらに，
就業サービス法の 2015年改正で，雇用者は雇用許可を
申請（および更新）する前に，主管機関あるいは主管機
関から委託を受けた非営利団体が実施する雇用者講習の
受講を義務付けられる。
このように雇い主は多くの負担を強いられながらも，

何故外国人居宅介護ヘルパーを雇用するのか。その背景
について台湾家族の文化・社会的，制度的な側面から述
べる。

2．台湾の家族事情
台湾の家族は，倫理的に保守的養老観念が強く，漢人

の儒教道徳である「孝道」の考え方が根強く残ってい
る。そして，多くの家庭が「孝道」順守のため，「輪流
養老（奉養父母）」（輪：順番に，流：移動する），「子女
分攤経費的方式」（攤：分担する，割り当てる）を採用
している9）。それは「輪（吃） 頭」とも呼ばれ，代わ
る代わる（輪），集団の長老（頭）と，一緒に食べるこ
と（ ），子どもたちのところをまわる，という意味で
あり，兄弟姉妹で老親の財産と扶養を等しく分けあうこ
と（財産相続の均等分配・老親扶養の兄弟姉妹均分）を
指す言葉である10）。息子（娘）たちが外国人居宅介護ヘ
ルパーを雇い入れるために費用を出し合うことで，親
（高齢者）が移動（遷居）を必要としない老親扶養のあ
り方を，定時巡回の伝承的な文化（精神）を引き継いだ
「輪（吃） 頭の今風（今日的）スタイル」としても理
解できる。
兄弟姉妹が交代で一定期間ずつ親の世話をするという

図表 3．送出国別の外国人介護労働者数の推移（台湾）

資料：労働部「労働統計詢網」（https : //www.mol.gov.tw/）
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観念は，介護施設においても色濃くみられる。かつて営
利有償型リタイアメント・ビレッジ長庚養生文化村（桃
園市）で現地調査を行った筆者は，家族訪問の賑わいに
驚くとともに，ソーシャルワーカーから親子兄弟を含め
た幅広い家族関係調整の業務の重要性について指摘を受
けた11）。
そして，法的にも，「老人福利法」（1980年 以下，

老人福祉法）において「法定の扶養義務者は老人扶養の
責を負う」（第 30条）ことが明示され，公的な福祉サー
ビスの受給に対して，家族責任の強調を基本に貧困・低
所得対策として応能負担（支払い能力に応じた負担）を
条件に厳しく制限して実施している。こうした中，台湾
では，「施設入所を選択する高齢者においても，民間の
高齢者向け高級マンションに入所する者と，救済型施設
への入所を余儀なくされる者とに二極化している12）。」
それに加えて，この両者の狭間にあって，公的および民
間セクターの政策対応の隙間に置かれた中間層が放置さ
れていしまっている。これが台湾の高齢者福祉政策の今
日的重要課題の一つであり，この窮状に海外からの出稼
ぎ介護労働者が手を貸しているといえる13）。

Ⅲ．台湾の介護政策の特徴と方向性

1．高まる福祉視座からの議論
台湾では，これまで外国人居宅介護ヘルパーの受入れ

を，高度経済成長政策を推進するための手段として位置
づけ実施してきた。すなわち，労働力の不足を女性の就
労で補うべく，家庭内での子どもの養育，家族の介護や
家事一切を担う女性の代替労働力として彼女らを位置づ
け採用する，という労働力政策としての外国人労働者の
導入であった。その一方で，利用者・家族に対する権利
擁護や福祉サービス，対処スキルの質的向上と開発（基
礎的・基本的な知識・技術の習得），施設入所支援と通
所支援，在宅サービスなどの供給システム（提供体制）
全体の中で外国人居宅介護ヘルパーの役割・機能を議論
する，という視点が欠如していた。
それが今日では，介護を必要とする全ての人々を対象

に保険方式に基づいて全国標準的な介護サービスを一律
に給付することを構想した「長期介護保険法」の制度化
に向かって，福祉，介護・医療政策との関連で外国人介
護労働者について検討することが，クローズアップされ
ている。日本の介護保険制度を調査した徐瑜璟らは，台
湾で介護保険を議論することは「サービス品質保証」の
視点をシステムとして導入することであり，その際，日
本やドイツの取り組みを移入することも重要であるが，

何よりも台湾の文化的背景と外国人介護労働者の雇用に
ついて考えることが重要であると述べている14）。

2．長期介護サービス法と外国人居宅介護ヘルパー
2015年，介護サービス体系の整備・拡充とサービス

の質の確保，その補助財源，中央・地方の役割規定およ
び介護を受ける人々の権益保障を目的に「長期介護サー
ビス法」が制定された（2017年施行）。また，介護サー
ビスの制度化を前に，2013年，中央政府の機構改革が
行われ，社会福祉部門（「内政部社会司」）と医療保健部
門（衛生署）を再編統合する形で「衛生福利部」（保健
福祉省）を設置した。
介護人材に関して同法では，介護サービスを在宅，地

域，施設，家庭介護者（家族）支援に区分して（第 9

条）その質を担保するため，新たに規定された「長照服
務人員」（長期介護サービス事業介護職者，以下，介護
職者）を「本法所定の要件を備えた『照顧服務員』（以
下，有資格介護士），『社会工作師』（政府認定ソーシャ
ルワーカー），『照顧管理専員』（ケアマネジャー）など
を指す」と定義づけ（第 3条），その訓練・認証方式，
継続教育および新規登録，資格更新などについて管理規
定（長期介護サービス事業介護職者登録規定）を設けて
いる（第 18条）。そして，関係所管から認可を得た「長
期照顧機構」（病院，介護施設，老人福祉施設，障害者
施設，政府認定ソーシャルワーカー事務所など，以下，
介護施設・機関）の介護職者でなければ，本法に規定す
る介護サービスを提供してはならないと定めている（第
19条）。
なお，介護施設・機関の外国人介護労働者について

は，「照顧服務員」（有資格介護士）の認証，登録及び継
続教育が準用され，ジェンダー，マイノリティ・エスニ
シティに関する受講を含めた毎年 20時間以上の継続教
育課程の履修が義務付けられる（「長期照顧服務人員訓
練認証継続教育及登録弁法」第 20条〔2017年〕）。こう
した条件をクリアすることによって，介護施設・機関の
外国人介護労働者は，医療保険，雇用保険，災害補償保
険などの各種の社会保険が適用される（長期介護サービ
ス法第 32条 2）。
また長期介護サービス法では，「個人看護者」（私的介

護人）に関する条文があり，家族が私的に雇う家事使用
人，介護者と規定することで介護職者と明確に区分し，
その労働条件，職業安全衛生等の事項および訓練を労働
部の所管とした。これに従えば，外国人居宅介護ヘル
パーは「個人看護者」となることから，そのサービスは
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利用者が「私費で購入する介護サービス」と位置づけら
れ，公的介護システムの外側に置かれることになる15）。
しかし，ここで注目すべきは，各種の福祉・介護関連

法において，初めて「個人看護者」に関する規定が明文
化されたことである。これは将来，外国人居宅介護ヘル
パーを公的介護システムに組み込むための布石として重
要な意味をもつ。政府は 2018年から外国人居宅介護ヘ
ルパーを雇い入れる家族に対して，長期介護サービス法
に規定された介護サービスに係るコスト総額の 3分の 1

を上限として，一部介護サービスの使用を許可した16）。

3．長期介護サービス法と長期介護保険法の違い
台湾の介護政策の遂行と達成は，長期介護サービス法

と長期介護保険法および第 2次長期ケア 10年計画のト
ライアングルの関係を好循環させることで可能になる。
2017年，「高齢化に備えた公的介護システムの迅速な

構築」を目的に，「在地（現地）老化」（住み慣れた地域
で暮らし続けること）と「居家式與社区式之服務」（在
宅サービスと地域サービス）を基本方針とした第 2次長
期ケア 10年計画が策定・実施された。行政院（最高行
政機関）が重要政策として決議した同計画の要点は，
「普及照顧服務体系」，すなわち，介護サービスの普遍化
（全体に広く行き渡らせる）であり，介護保険制度化の
ための基盤整備を目指している。
長期介護保険法をめぐっては，法案が 2016年 1月に

閣議決定され，立法院へ提出されたが，同年 5月の政権
交代とともに給付基盤の未整備を理由に早急な制度化自
体に異論が高まり，法案が取り下げられ中断した状態が
続いている。
この長期介護サービス法と長期介護保険法とはサービ

スの供給システムが異なる性質をもっている（図表 4．
参照）
長期介護サービス法では，サービス供給の財源が税に

よって賄われ（サービス項目ごとの補助給付制度），中
央政府の財源支援を受け地方政府が実務を実施する。

サービス対象の範囲は所得によって制限され，自己負担
比率は世帯の収入状況によって 3つに区分される（応能
負担）。低収入戸（低所得世帯）は直轄市，県市が定め
る最低生活費相当の所得，中低収入戸（中下所得世帯）
は最低生活費の 1.5倍相当の所得，一般戸（中所得世
帯）は最低生活費の 2倍もしくは 2倍以上 3倍未満相当
の所得となっている。例えば台北市の場合（2020年），
最低生活費は 1人 1月 17,005元（67,340円），中低収入
戸の標準は 24,293元（96,200円）である。そして，要
介護度に応じて 8等級に分類し，4万円から 14万円の
現物給付が行われる。介護サービスの自己負担率は，低
収入戸 0％，中低収入戸 5％，一般戸 16％と定めてい
る。また，供給に際しては，地方政府の裁量が重視され
るなど，最低限の保護・救済的な性質が強い。
一方，長期介護保険法（草案）は，これまで外国人居

宅介護ヘルパーを雇用してきた中間層や富裕層を含めた
サービス対象の拡大を想定している。同草案では保険加
入は全住民が対象で，保険料は中央政府（4），雇用主
（3），被保険者（3）の三者で負担し，サービスを利用す
れば市民は一律保険給付額の 15％を自己負担すること
になっている（応益負担）。また，利用者側の最大限の
選択性や権利性が重視される。

Ⅳ．現行制度に対する中間・富裕層の不満

今日，住宅系の営利有償型施設に入居する高齢者を中
心に現行の公的介護システムに対して，対象から排除さ
れるという不満の声が噴出している。全額自己負担を原
則とする営利有償型施設の入居者は中－中上－高所得者
層で占められ，所得により介護サービスの利用が制限さ
れる。
台湾の高齢者居住施設は，老人福利系，保健衛生系，

退輔会系，住宅系に大別される。（図表 5．参照）住宅
系の営利有償型施設は「老人住宅」に分類され，基本施
設および設備の企画設計が，老人福祉法および老人住宅
関係法令に合致することを条件に，主管機関（内政部営
建署）が認可する自己負担型の老人居住使用の建築物を
指していう（「老人住宅綜合管理要点」（2003年）第 3

条）。
1990年代後半以降，政府の高齢者施策に関する民間

セクターの範疇は非営利団体（公設民営，事業委託）を
中軸とするそれまでの枠組みを超え，企業を含んで幅を
広げていった17）。台湾では，飛躍的な経済成長や中国大
陸との交易で富を得た新富裕層や新中間層が拡がりをみ
せ，人々の所得水準が上昇するに伴い，政府は高齢者施

図表 4．介護供給システムの性質
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策の方向を個人主義，自己責任・自己負担原則へと舵を
大きく切った（「現代的福利思潮」としての「民営化與
商品化」）。
政府の推奨政策としての「促進民間参入」を受け，各

種の大企業集団も高齢者施設の経営に進出し，業界は製
造，金融，建設・不動産，総合と多岐にわたる。また，
それぞれの顧客ターゲットと事業スキームは，中間層の
開拓から富裕層（元国営企業幹部・官僚・高級将校）へ
の特化まで，多様化している。
筆者の現地調査（潤福生活新象〔新北市〕，長庚養生

文化村〔桃園市〕などで実施）では，営利有償型高齢者
施設において入居者家族が外国人介護ヘルパーを居室に
住まわせる形で雇い入れる状況が散見された。このよう
に雇用形態が多様化していて，外国人住み込み介護ヘル
パーは家庭での就労とは必ずしもなっていない。筆者の
聴き取りでは，利用者が営利有償型施設で外国人居宅介
護ヘルパーを雇うのは，施設のリハビリテーションに一
対一で付き添ってくれる，小回りがきく，いつもそばに
いてくれる，話し相手や食事介助をしてくれることでの
安心感などが主な理由としてあがっていた。

Ⅴ．外国人介護人材再編の動き

1．介護サービス「普遍化」への視座
公的介護システムへのアクセスが制限される中間・富

裕層の不満を緩和するには，介護サービスの選別主義
（所得制限）から普遍化（支給対象範囲の拡大）への移
行が必須となる。
政府の財政状況の監査や国政調査を行う監察院が広報

誌『監察委員新聞稿』において，第 2次長期ケア 10年

計画推進プロジェクトが直面している最大の困難は介護
人材の不足であると述べ，2020年現在，9,600人の訪問
介護ヘルパーが不足し，介護サービス従事者技術士証を
取得した約 12万人（累計）のうち，実際に介護サービ
スに従事している者は 24.5％にとどまることを指摘し
た18）。
介護サービスの普遍化を目指す制度の実現は，財源の

確保とともにマンパワー（介護人材）の確保，育成と定
着の問題が最大のネックとなる。いずれにせよ，介護保
険制度化に向けた介護人材確保の成否の鍵は，①外国人
居宅介護ヘルパーと施設・機関の介護士（台湾人，外国
人）の需給バランス調整機能を備えた雇用・人材戦略の
推進，②利用者の尊厳の保持およびサービスの質の確保
と均質化を目的とした両者の資格要件の厳格化と一元化
を総合的かつ計画的にどう進めるかという，その施策の
如何にかかっている19）。

2．資格の一元化による外国人介護人材のミドル・スキ
ル化
政府は長期介護サービス法に基づき，介護施設・機関

の介護士の資格を厳しく審査するとともに，「個人看護
者」（私的介護人）に中央主管機関（労働部）が公告す
る指定訓練の受講を義務づけることによって（第 64

条），不適格者や超過滞在者を締め出すことを方針とし
た（訓練を受けていない「個人看護者」を雇用する者は
3千元以上 1万 5千元以下の罰金が科せられる〔第 57

条〕）。
これにあわせ，2017年，「外国人従事家庭看護工作補

充訓練辦法」（外国人居宅介護ヘルパー業務補填訓練規
定）を施行し，実施機関や訓練課程の要件を細かく定め
た。補填訓練は，「老人福利服務提供者資格要件及服務
準則」第 15条の「家庭処理範囲」が準用され，①身体
介護，②生活援助，③家事，④文化適応，⑤コミュニ
ケーション・スキル，⑥生活会話，⑦職場安全・傷害予
防，職業倫理・権益保障，⑧精神障害・心身障害の知識
で構成され，各課程 1時間以上，計 8時間以上となって
いる20）。
現在，政府は研修費用の全額・一部を補助などして外

国人居宅介護ヘルパーに「照顧服務員訓練」（介護サー
ビス従事者養成研修）の受講と「照顧服務員技術士技能
検定」（介護サービス従事者技術士技能検定）の受検を
奨励している。市政府が実施する介護サービス従事者養
成研修とは，日本の介護職員初任者研修（旧ヘルパー 2

級）に相当する研修で，16歳以上の者を対象に臨床実

図表 5．台湾の高齢者居住施設の体系

① 特別養護老人ホーム
② 養護老人ホーム
③ 「住宿式長期照顧機構」：介護老人福祉施設，介護

老人保健施設
④ 介護医療院（ナーシングホーム）
⑤ 国軍退除役官兵輔導委員会 栄誉国民之家
⑥ 退職者コミュニティ（住宅型有料老人ホーム，リ

タイアメント・ビレッジ）
⑦ 「社会住宅」：高齢者専用公的賃貸住宅

台湾における長期介護サービス法施行以降の外国人介護労働者の動向
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習 30時間を含む計 90時間の研修が行われる。介護サー
ビス従事者技術士技能検定は，16歳以上の者（永住許
可を受けた者，大陸出身配偶者，在留資格を有する外国
人を含む）で，以下の資格の一つを有する者が受検でき
る。①介護サービス従事者養成研修受講証明書を有する
者，②高等学校介護関連学科を卒業した者，③大学（短
大）介護関連学部（実習 40時間以上を含む）を卒業し
た者。検定は年 3回実施され，身体ケア，生活援助，家
事，緊急対応，家族支援，職業倫理に関する学科と実技
試験が課される。
この養成研修と技能検定は介護技能レベルの公的認証

の基準を満たす介護職者を確保するため，いわゆる「ミ
ドル・スキル人材」（中間的な技能労働者）の育成と定
着を目指している。またそれは，介護施設・機関の「照
顧服務員」（有資格介護士）の資格要件でもあり，外国
人介護労働者にとって，受講証明書もしくは技術士証を
保有すれば介護施設・機関で就労できる新たな道が開か
れる。

3．住み込み型介護から訪問・通所型介護へ
先述の第 2次長期介護 10年計画では，在宅ケアサー

ビスを基本方針として，地域密着型サービスの導入と地
域包括ケア体制の整備などが提言された。政府は今後こ
れらのサービスを整備・拡充する方向に動いていくが，
その主な担い手として「長期照顧機構」（病院，介護施
設，老人福祉施設，障害者施設，政府認定ソーシャル
ワーカー事務所など）の有資格介護士を想定している。
こうした①地域・在宅サービス中心，②ミドル・スキル
人材の確保，育成と定着という基本方針の策定は，25
万人の外国人介護労働者の雇用形態や就労条件，介護士
の役割・機能などに大きな影響をもたらすことになる。
筆者は，調査の過程で，介護施設・機関で働く外国人

介護労働者を散見している。2020年では，「養護機構，
安養機構」（特別養護老人ホーム，養護老人ホーム）で
6,481人の外国人が雇用され，介護労働者総数 1万 5,874

人の 40.8％を占める21）。「老人福利機構設置標準」で
は，「外国人は介護職者総数の 2分の 1を超えてはなら
ない。」（第 8条），「夜勤は台湾人の介護職者を置かねば
ならない」（第 11条）などの規定があり，法的にも，あ
る一定の条件のもとで，外国人介護労働者の雇用が認め
られている。
2013年，介護施設・機関の外国人有資格介護士を対

象に，労工委員会（現・労働部）は「外籍看護工外展看
護服務試辦計画」（外国人介護労働者によるアウトリー

チ〔訪問〕型介護サービスの試行的実施計画）を策定し
た。これは，介護施設・機関に働く外国人有資格介護士
が積極的に地域に出向き利用者の日常生活の場（家庭・
地域など）で必要なサービスを提供するもので，制度の
本格的な導入に先立ち，必要なデータ収集のために試験
的に実施された。
具体的には，介護施設・機関（運営・管理）側の雇用

許可証の所持および外国人有資格介護士の労働条件や労
働環境，居留証の所持，定期的な健康診査の実施，スー
パービジョンと教育・訓練の実施などの状況を第三者機
関が点検・評価し，政府の基準に達した施設と外国人有
資格介護士を公表して登録により管理していく。そこで
は，外国人有資格介護士が台湾人スタッフとペアを組ん
で訪問介護を行う方式や，新移民と呼ばれる東南アジア
や大陸からの結婚移民，とりわけ言語的共通項が大きい
大陸出身配偶者の潜在的労働力の活用を図る方式が積極
的に採用されている22）。
外国人有資格介護士によるアウトリーチ〔訪問〕型介

護サービスの試行的実施は現在においても継続され，外
国人居宅介護ヘルパーを一部システムに組み込む形で拡
大実施されている。すなわち，外国人居宅介護ヘルパー
の訪問・通所型への試行的移行の実験である23）。
筆者はこの試行的移行の実験について現地調査を続け

ている。具体的には，介護施設・機関が政府から受託し
た「外国人有資格介護士によるアウトリーチ〔訪問〕型
介護サービスの試行的実施」の現場をフィールドとし
て，そこで業務評価分析を行い，外国人有資格介護士の
実態把握を試みている。ここで注目すべきは，住宅系施
設への外国人訪問介護ヘルパーの試行的な訪問が行われ
ていることである。それは日本のサービス付き高齢者向
け住宅利用者への訪問介護に相当する。
将来の介護政策の柱とされる長期介護保険法の制度化

に向かって，その構想の過程をとおして外国人介護労働
者の動向が確定するといわれている。このため，筆者
は，そこに至るまでの外国人介護労働者の推移の過程を
追跡しようとするのである24）。現在調査中のため詳細に
ついては今後の報告に譲りたい。

お わ り に

前述のように，今後は住み慣れた地域に分散・点在す
る介護施設・機関を拠点にアウトリーチの方法で在宅介
護を担う有資格介護士への需要が増大していく。そして
介護技能レベルの公的認証の基準を満たす介護士を確保
するため，いわゆる「ミドル・スキル人材」（中間的な
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技能労働者）を養成していくことが急務の課題となって
くる。これまで政府は在宅介護を非熟練労働分野の仕事
と位置づけ国外の労働者に開放してきたが，今後はミド
ル・スキルの労働（職種）と位置づけ直す方向で，施策
の転換が求められるのは必至である。
外国人居宅介護ヘルパーの最大送出国であるインドネ

シアでは，2012年に「全ての移住労働者およびその家
族の構成員の権利の保護に関する国際条約」を批准した
ことを受け，政府は国際的に移動する労働者の保護や資
質の向上に関する制度整備を進めている25）。ミドル・ス
キルに焦点づけた介護人材形成の強化は，こうした先進
国と開発国の双方に長期的に利益をもたらす観点からの
国際動向とも一致する。
低賃金や搾取の横行をはじめとする厳しい就労環境や

就業の先行きが見通せない将来不安の問題は，外国人居
宅介護ヘルパーだけの問題ではない。施設で働く外国人
介護労働者もまた，仲介業者と雇用契約を結び，その業
務命令によって施設で働く不安定な就業形態が多い。
「家庭看護工」の問題は「機構看護工」の問題と相互に
関連して生じることから，外国人介護労働者全体の雇用
形態のあり方の問題として捉えることが重要であり，い
まなお打ち出せない適正な外国人介護労働者の受入れに
向かって考え直す時が来ているといえる。とすれば，長
期介護サービス法の施行，第 2次長期ケア 10年計画の
実施，および長期介護保険法の制度化の構想は，介護の
専門性を基点とした「外籍看護工」の導入システム全体
を再構築する契機（好機）となる。

本研究は JSPS 科研費 JP18K02087の助成を受けた
ものである。

注
１）日本と比較すると（2020年現在），総人口は約 5

分 の 1（2,354万 人），高 齢 化 率 は 約 2分 の 1

（16.0％），高齢者人口は約 10分の 1（378万人）
である。

２）Wang, Frank Tsen-Yung.“Globalization of Care in
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